
 

 

 

 

 

 

 

2026年 7月号（第 261号） 

 「70 歳までの継続雇用は、単なる高齢者雇用施策ではなく、人手不足時代の重要な人材戦略」 

 厚生労働省が 6月 3 日に発表した 2025 年の人口動態統計によると、昨年 1 年間に国内で生まれ

た日本人の子供の数（出生数）は、67 万 1236 人。過去最少を 10 年連続で更新しました。少子化

は、国の想定を超え、15 年ほど速いペースで進んでいます。 

 働く世代である生産年齢人口（15～64 歳）は、最大であった 1995 年 8,716 万人から 30年経

った 2025 年 7,373 万人と、実に 1,343 万人も減少しています。一方、65 歳以降のシニア世代

は、3,619 万人で、総人口に占める割合は 29.4％と過去最高を更新しています。 

 大多数の企業で人手不足が続いています。募集をかけても若手はもとより人が集まりません。 

この人手不足時代に、65 歳以降のシニア世代の継続的活用は不可欠です。継続的活用のメリットは

たくさんあります。①数十万～100 万円超の採用コストを削減、②即戦力として活用でき教育費を削

減、③経験、知識、技術を活用でき生産性を維持、④安定的に雇用を維持でき離職リスクを低減、など

です。 

 今回は、この 65 歳以降のシニア世代をどのように活用すればいいのか、検討したいと思います。 
               

 

人手不足時代 シニア人材の活用は必須 
 

■ フルタイム勤務を前提にしない■ 

70歳までの継続雇用と言えば、どうしてもフルタイム勤務を想定しがちですが、そうではありませ

ん。1日 4～5時間の短時間や週 3～4 日の短日勤務でも構いません。年齢の上昇とともに、体力や健

康に大きな差が生まれてきます。バリバリ活躍ができる方がいる一方、体力等でフルタイムは難しい方

がいます。特に 65 歳以降は、体力等に応じた柔軟な勤務制度が求められています。 

【活用方針を明確にする】 

 定年後の活用方針は、基本４つのコースが考えられます。 

①管理職コース…定年後も管理職を継続するコース。勤務時間はフルタイム 

②総合職コース…管理職ではありませんが、現役並みに異動、残業、休日出勤ありで、フルタイム。 

③業務限定コース…企業ごとに様々な限定コースが考えられます。例えば、異動なし、残業なし、休日

出勤なし、営業であれば営業範囲を限定する、高所作業がある現場では高所作業なし、遠距離運転か

ら近距離運転にするなど。フルタイム 

④短時間、短日コース…これも様々なバリエーションが考えられます。 

 ①～②をバリバリ活躍型、③～④をムリなく活躍型と表現することができます。もちろん、①～④の

複合的なコースも考えられます。60 歳代前半は、主に①、②が、60歳代後半は主に⓷、④が想定さ

れます。 

【処遇は活用方針に応じた均等、均衡待遇】 

 以前は、60歳以降は賃金を大幅に減額することがまかり通っていました。年金の支給あり、給与を

そのまま支給しても年金が減額される在職老齢年金制度あり、しかも定年後は働く人も少なかった。 

 しかし、今では年金は 65歳からしか支給されません（繰上げ支給を除く）。同一労働同一賃金の流

れも強くなっています。何よりも 60 歳以降、更に 65歳以降まで働く人が大幅に増え、一大戦力とな

っています。モチベーションを維持して活躍してもらうことが求められているのです。 
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（今月の言葉）人手不足時代 シニア人材の活用は必須 

①フルタイム勤務を前提にしない 

②雇用制度を整備する 

③拡充された助成金を活用する 



 ①②のコースであれば、処遇も変更なしの均等待遇、③④であれば、業務や時間等の限定に応じた均

衡待遇が求められます。活用方針と処遇の齟齬は、不満となりやすいものです。例えば、給与はかなり

下がっているのに、現役並みの働き方が求められるなどです。年齢だけで給与を下げることはできませ

ん。給与が下がる場合は、その理由をきちんと説明しましょう。   

 

■雇用制度を整備する■ 

 活用方針とともに整備すべきは、雇用制度です。65 歳までの雇用制度は義務化されています。①

定年制の廃止、②65 歳までの定年引上げ、③65 歳までの希望者全員の継続雇用制度です。 

 課題は 65 歳以降です。「70 歳までの就業確保措置」が 2021 年 4 月に努力義務化され、5 つの

措置が挙げられています。①定年制の廃止、②70 歳までの定年引上げ、③70 歳までの継続雇用制

度、④70 歳までの業務委託契約を締結する制度、⑤70 歳まで社会貢献事業に従事できる制度、で

す。現在企業の約 3 割が「70 歳までの就業確保措置」を導入しています。 

【安心して働ける職場には制度づくりが不可欠】 

 まだ多くの企業が、「70 歳までの就業確保措置」は努力義務ということで、導入に消極的です。

しかし、「努力義務」とは、「守らなくてもよい」ということではなく、「できる限り実施することが

求められている義務」のことです。65 歳以上の従業員がいる、いないにかかわらずです。 

 また、制度づくりに消極的なのは、会社が、経営者の方が裁量で判断できる余地を確保しておきた

い、制度を作ればそれに制約されるのでいやだということかもしれません。しかし、企業組織は信頼

関係で成り立っています。組織の信頼関係、公平性の確保は、制度づくりなしにはできません。従業

員が 65 歳以降も安心して働ける職場には制度づくりが不可欠です。 

【70 歳までの継続雇用制度、2 つの方法】 

 上記した「５つの措置」のうち、多くの企業で検討されているのが、「70 歳までの継続雇用制

度」の導入です。この制度導入には、大別して 2 つの方法があります。 

 一つは、希望者全員の継続雇用制度です。65歳までは定年引上げか希望者全員の継続雇用制度で

す。その延長上にこの制度を導入することになります。もちろん、「解雇事由に該当する者」等は対象

外にすることができます。 

 もう一つは、基準該当者の継続雇用制度です。65歳以降は基準を設けることができます。ただし、

「会社が認める者」は基準となりません。従業員にもわかる基準、例えば「健康診断結果から判断して、

業務上支障がないと認められる者」「人事評価で〇以上である」などの基準を設ける必要があります。 
 

■拡充された助成金を活用する■ 

 65 歳以上に定年を引き上げたり、66歳以上の継続雇用延長制度を導入する企業に支給される「65

歳超雇用推進助成金」が、今年度（2026 年度）大幅に拡充されました。その中で最も注目されるの

が、「対象者基準あり」も支給対象となったことです。今までは「希望者全員」しか支給されませんで

した。しかもほぼ同じ支給額となっています。 

 

【主な支給要件】  

①就業規則に 65 歳以上の定年引上げや 66 歳以上の継続雇用制度導入等を記載すること 

②対象被保険者が 1 人以上いること 

③高年齢者雇用管理に関する措置を 1 つ以上実施すること 

 お問い合わせは、高齢・障害・求職者雇用支援機構の各支部または当事務所まで。 

参考文献： 『65 歳超雇用推進助成金制度のご案内』（高齢・障害・求職者雇用支援機構） 

       

 

 

        


